
昭和47 昭和57 平成4 平成14 平成15 平成16 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 （年度）

（億円）

その他施設費

大学院大学
施設

公立文教施設・
保健衛生施設

その他公共
（調整費等）

農林水産業
基盤整備

社会資本総
合整備

下水道水道
廃棄物等

住宅都市環
境

港湾空港

道路

治山治水

第1次
沖縄振興開発
計画

第２次
沖縄振興開発
計画

第３次
沖縄振興開発
計画

沖縄振興計画

2,803
億円 2,704

億円
2,576
億円 2,452

億円
2,406
億円

500

1,000

1,500

2,000

2,500 2,339
億円

2,434
億円 2,354

億円

1,957
億円

3,000

１－４－① 公共投資関係予算の推移(平成21年度までは補正後予算額、平成22年度(案)は当初予算額)

＜公共事業関係費＞

＜施設費＞

349
億円

1,950
億円

3,085
億円
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○社会資本整備総合交付金 （平成22年度(案)新規）2.2兆円（うち内閣府計上分 611億円）
【既存の交付金：1.1兆円、新規分：1.1兆円】

自治体が地域のニーズにあった計画を自ら策定し、国土交通省の各公共事業を自由に選択できるとともに、自
治体の自由な創意工夫によるソフト事業の実施も可能な、自由度が高く、使い勝手のよい新たな交付金（社会資
本整備総合交付金）を創設。

注1：地域活力基盤創造交付金等の既存の交付金は、新たな交付金に統合。
注2：農林水産省においても、同様に、「農山漁村地域整備交付金」（1,500億円（うち内閣府計上分 88億円））を創設。

＜概要＞
［交付対象］都道府県･市町村、［交付期間］概ね３～５年、［対象事業］国土交通省所管の社会資本整備事業等

１－４－② 社会資本整備総合交付金について

＜従来の補助金＞

道路

治水

海岸

まちづくり

下水道

住宅

港湾

・
・
・

原則廃止

＜新たな交付金＞

左の４分野それぞれにつき、
下の３事業を組み合わせて
自由に事業を実施可能

基 幹 事 業

＋

関連社会資本整備事業

効果促進事業

＋

使い勝手の向上、客観・透明性の向上等
①これまで事業別にバラバラで行ってきた関係事務を一本化、統一化
②計画（分野毎）に位置づけられた事業の範囲内で、自治体が国費を自由に充当可能
③客観性・透明性の確保（国民による評価やチェックの確保）

・各地方公共団体は、計画及びその進捗状況を公表
・計画期間の終了後は、各地方公共団体自ら事後評価を行って公表

特徴

総
合
交
付
金

社
会
資
本
整
備

水の安全・安心基盤確保

地域住宅支援

市街地整備

活力創出基盤

（分野）

（参考）社会資本整備総合交付金の基本スキーム
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○沖縄振興特別措置法に基づき国庫補助率の嵩上げがなされている（法第１０５条）

沖縄 一般 沖縄 一般

【河川】・河川改修費補助（広域河川改修） 9/10 1/2 【住宅】 ・地域住宅交付金 定額(かさ上げ有り) 定額

【ダム】・多目的ダム建設事業費 7/10
(大規模改良工事)

【水道】
・水道水源開発等施設整備費補助（水

道用水供給施設)
3/4 1/4,1/3

2/3
(その他改良工事)

【廃棄物処理】
・循環型社会形成推進交付金（ごみ処

理施設）
1/2 1/3

・河川総合開発事業費補助 9/10 1/2 【都市公園】 1/3（用地）

【砂防】・砂防事業費補助（通常砂防） 9/10 1/2 1/2（施設）

【治山】
・治山事業費補助 （山地治山、水源地
  域保安林整備）

9/10 1/2 【下水道】 6/10 1/2

【海岸】
・海岸事業費補助（高潮対策費、侵食

対策費、老朽化対策緊急事業費）
9/10 1/2 2/3

(処理施設)
5.5/10

(処理施設)

【道路】
・地域連携推進事業費、交通円滑化事

業費（新設、改築）
2/3 2/3 1/2

7/10
(改築のうち高規格)

3/4(処理施設) 2/3(処理施設)

・地域連携推進事業費補助、交通円滑
化事業費補助（新設、改築）

【工業用水】 ・工業用水道事業費補助 3/4 4.5/10以内

（一般国道（補助）） 9/10 1/2(新設) 【農業農村整備】 ・国営かんがい排水事業費 9/10 2/3

5.5/10(改築) 9.5/10(ダム) 7/10(ダム)

（県道） 9/10 1/2 ・県営かんがい事業費補助 8/10 5/10

（市町村道） 8/10 5.5/10
(改築のうち基幹道)

・農業集落排水事業費補助 7.5/10 5/10

【港湾】・港湾改修費（重要港湾） 9.5/10 5.5/10 【森林整備】
・森林環境保全整備事業費補助（林道

開設）
8/10 1/2

・港湾改修費補助（重要港湾） 9/10 5/10 【水産基盤整備】
・水産物供給基盤整備事業費補助(外郭

・水域施設)
1/2

                （地方港湾） 9/10 4/10
2/3

(第4種の一部)

【空港】・空港整備事業費（国管理空港） 9.5/10 2/3 【教育振興】
・公立学校施設整備費負担金
 （小中学校校舎・屋内運動場新増築）

8.5/10 1/2

・空港整備事業費補助（地方管理空港） 9/10 5/10
・安全・安心な学校づくり交付金
 （小中学校校舎・屋内運動場改築）

7.5/10 1/3

9/10

１－５ 主な国庫補助負担率嵩上げ（平成２１年度）

（流域下水道）

・都市公園事業費補助 1/2

・下水道事業費補助（公共下水道）

9.5/10

9.5/10
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